終戦直後の日本における「国民皆保険」 by 新田 秀樹
三三一
終戦直後の日本における「国民皆保険」
（新田）
終戦直後の日本における「国民皆保険」
新
　　
田
　　
秀
　　
樹
Ⅰ
　
はじめに─本稿の目的と検討対象時期─
Ⅱ
　
終戦直後（一九四五年〜一九五〇年頃）における医療保険制度改革の検討状況
Ⅲ
　
現行社会保険制度の改善方策（社会保険制度調査会答申（一九四六年一二月） ）
Ⅳ
　
国民健康保険（定例新聞会議におけるＧＨＱ声明（一九四七年六月） ）
Ⅴ
　
社会保障制度要綱 社会保険制度調査会答申（一九四七年一〇月） ）
Ⅵ
　
旧国保法の第三次改正 昭和二三 法律第七 号） （一九四八年六月）
Ⅶ
　
社会保障制度えの勧告（ワンデル勧告） （一九四八年七月）
Ⅷ
　
社会 障制度確立のための覚え書（社会保障制度審議会決定 一一月） ）
Ⅸ
　
社会保障制度研究試案要綱（社会保障制度審議会試案（一九五〇年六月） ）
Ⅹ
　
社会保障制度に関する勧告（社会保障制度審議 勧告（一九五〇年一〇月） ）
Ⅺ
　
わりに─小括と課題─
三三二
Ⅰ
　
はじめに─本稿の目的と検討対象時期─
周知のとおり、近年の医療保険制度改革においては、 「国民皆保
険
）（
（
」
を堅持することが改革遂行の大義名分乃至錦
の御旗とでもいうべきものとなっている。例えば、二〇〇六
（平成一八）
年の医療保険制度改革
（平成一八年法律第八三
号による。 ）
の出発点となった二〇〇三
（平成一五）
年三月の閣議決定
（医療保険制度体系及び診療報酬体系に関する基本方針）
では「安定的で持続可能な医療保険制度を構築し、将来にわたり国民皆保険制度を堅持する」と制度改革の趣旨が述べら
れ
）（
（
、また、最近の社会保障・税一体改革においても、 「政府は……医療保険制度……に原則として全ての国民が
加入する仕組みを維持する」
（社会保障制度改革推進法（平成二四年法律第六四号）六条）
、 「国民皆保険制度を維持するこ
とを旨として……必要な改革を行う」
（二〇一三（平成二五）年八月の閣議決定）
、 「政府は……医療保険制度及び……後
期高齢者医療制度 に原則として全ての国民が加入する仕組みを維持することを旨として、医療制度について……必要な改革 行う」
（持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律（平成二五年法律第一一二号、社会保
障制度改革プログラム法）四条一項）
というように、国民皆保険を維持する旨が繰り返し強調されている。
この「国民皆保険」の意味としては、理論的には、①国民すべてに公的医療保険が適用されていること
（適用面の
皆保険）
、②保険医療機関が整備され国民すべてが実際に保険医療サービスを受けられること
（提供面の皆保険）
、③保
険で給付される医療の範囲や質が適切なものであること
（給付面の皆保険）
などが考えられる。しかし、日本の現実の
医療保険制度の展開の中で、国民皆保険の具体的内容とその果たす機能が時代とともに変化 てきたのか否か、また、
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変化してきたとしてそれはどのようなものであったのかといったことについては、必ずしも十分な調査や検討が行われてこなかったように思わ
る
）（
（
。したがって、国民皆保険の意味と機能の時期的変遷を辿ることにより、現在の国民
皆保険という言葉乃至理念が持つ意味・機能をより明確にするこ は、それ自体一定の意義を有するであろう。また、そのことは、今後も続くであろう医療保険制度改革において国民皆保険という言葉乃至理念の果たす役割とその限界を検討していく上でも有益と考える。
そして、国民皆保険の意味と機能の時期的変遷を明らかにするという以上のような目的を達成するためには、当然
のことながら、国民皆保険という言葉の出現時から現在に至るまでのその変化を見ていく必要があるが、現在の筆者にはその能力 ない。他方で、かつて筆者は別稿 第二次世界大戦
（大東亜戦争）
中に推進されたいわゆる第一次
国民皆保険 経緯につ て検討し 概略以下のとおり述べたことがあ
）（
（
。
①
　
主として農林漁業者や中小自営業者などを加入者として想定して一九三八
（昭和一三）
年に制定された国民健康
保険法
（昭和一三年法律第六〇号。以下「旧国保法」とい
う
）（
（
。 ）
の主たる保険者である普通国民健康保険組合は、法制
定当初は原則として任意設立であり、また加入有資格者の組合への加入も任意であった。
②
　
しかしながら、制度上は ・任意加入であったにもかかわらず、政府は国保組合の普及計画を強力に推進し、また、運用上は加入有資格者の全員加入がめざされ 。
③
　
そして 一九四二
（昭和一七）
年二月の旧国保法の第二次改正
（昭和一七年法律第三九号による。 ）
が、第一次国民皆
保険達成の制度的契機となった。同改正は、①それまで任意設立であった普通国保組合につき、地方長官が選任した設立委員による強制設立や地方長官自身による強制設立処分もできるようにすること、②地方長官の指定に
三三四
より任意設立の普通国保組合の組合員有資格者全員を組合員
（加入者）
とすることができる要件を、指定時点に
おいて組合員有資格者が「三分の二以上加入している組合」から「二分の一以上加入している組合」に改めるなど国保組合の加入者に係る加入義務を強化すること、等を内容とするものである。
④
　
この第二次改正 直接的な目的は、健康保険
法
）（
（
の改正と相俟っての社会保険の拡充
（国保に関しては国保組合の普
及）
であるが、その背景には、一九三七
（昭和一二）
年七月の日中戦争の勃発以降急速に戦時体制が強化される中
で、日本の人口を増加させ、国民の体位・体力を積極的に向上させることで国防の目的に資することを狙いとする、いわゆる人口国策が存在し
た
）（
（
。また、一九四一
（昭和一六）
年七月に第三次近衛内閣の厚生大臣に就任した
小泉親彦が いわゆる健兵健民政策
（＝強壮な兵員と優秀な労働力の育成）
を主唱し、その在任期間
（〜一九四四（昭
和一九）年七月まで）
を通じてこれを精力的に推進したことも、皆保険の目的に大きな影響を与えた
）（
（
。
⑤
　
そして、第二次改正の結果、国保組合の普及は、さら 強力に推進されることとなった。厚生省は当初の国保組合普及計画を大幅に拡充し、担当部局である保険院社会保険局
（一九四二（昭和一七）年一一月より厚生省保険局）
が中心となっ 地方庁 対し強烈な普及督励を加えるとともに、全国町村会・大政翼賛会・日本医師会といった関係団体も巻き込んだ全国的な普及総動員を行った。そ 結果、一九四三
（昭和一八）
年度末には、全市町村
の約九五％に国保組合が設立され、いわゆる第一次国民皆保険が達成されたとされ
る
）（
（
。しかしながら、その皆保
険の内実は、政府主導による普通国保組合 形式的・名目的な整備という側面も強く、どこまで実質的な国保事業が展開され かについては、なお精査が必要であ
）（（
（
。
⑥
　「国民皆保険」という言葉自体は、 「国民皆兵」をもじって小泉厚生大臣が創出した造語であるともされるが、管
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見の限りでは、一九四二
（昭和一七）
年九月の第三回中央協力会議総常会の席における当時の平井章保険院社会
保険局長の説明が公式に用いられた嚆矢と思われる。つまり、旧国保法の第二次改正が行われた同年二月の時点では皆保険という言葉は人口に膾炙していなかった。
以上の分析を整理すれば、①「国民皆保険」という言葉自体が用いられる以前から、政府は社会保険の全国民への
拡充・普及を志向していたこと、②戦時中の第一次国民皆保険は、事実上国民すべてに公的医療保険を適用するという適用面の皆保険を目指して、普通国保組合の全市町村での設立を目指したものであったが、普通国 組合が原則任意設立・任意加入であり、また組合の設立が形式的・名目的なものに流れた面もあったことから 必ずしも十分達成できなったこと、③国民皆保険はその言葉の由来からも明らかなとおり、そ 自体が目的ではなく、健兵健民
（＝強
壮な兵員と優秀な労働力）
の育成、さらには大東亜戦争の勝利という上位目的達成のための手段であったことなどが見
て取れる あろう。
そこで、本稿においては、国民皆保険の意味と機能の時期的変遷を明らかにするという作業の一環として、別稿で
分析した時期に続く終戦直後の時期、具体的には一九四五
（昭和二〇）
年八月のポツダム宣言受諾による終戦から社
会保障制度審議会の勧告が出された一九五〇
（昭和二五）
年頃までの時期において、国民皆保険という言葉がどのよ
うな意味合いで用いら ていたか
（或いは、 用いられていなかったか）
を、 戦前
（大日本帝国憲法下の社会保険制度）
と戦後
（日
本国憲法下の社会保険制度）
との断絶性と連続性にも可能な限り留意しながら、明らかにすることを目的としたい。
三三六
Ⅱ
　
終戦直後
（一九四五年〜一九五〇年頃）
における医療保険制度改革の検討状況
本稿で検討対象とする終戦直後の時期
（一九四五年〜一九五〇年頃）
における「国民皆保険」の意味と機能を分析す
る前提として、この時期の医療保険制度改革の検討状況について、簡単に整理しておこう
）（（
（
。
一九四五
（昭和二〇）
年八月の敗戦により、医療保険制度は、他の多くの経済社会制度と同様大きな打撃を受けた。
国保組合も休眠状態や事業不振状態に陥る組合が続出し、その割合は、一九四六
（昭和二一）
年六月時点で約三割、
翌一九四七
（昭和二二）
年六月時点で約四割に達したという。こうした事態を受けて、一九四六
（昭和二一）
年五月に
は愛知県で全国国民健康保険組合連合会主事会議が開催され、それが契機となっ 国保に対する国庫補助金の増額運動が展開されることとなった。
また、それに先立つ一九四六
（昭和二一）
年三月には政府に社会保険制度調査会
（主管は厚生省）
が設置され、日本
国憲法が公布された翌月の同年一二月に「現行社会保険制度の改善方策」を 翌一九四七
（昭和二二）
年一〇月には「社
会保障制度要綱」を答申している。これらの答申は 或いは社会保障制度全般の見直しについて総合的な提案を行ったものであるが、当時 日本の経済社会情勢から巨額の費用を要する総合的な改革は困難と判断され、まずは財政状況が悪化していた国保への対策を講じるべく、一九四八
（昭和二三）
年六月に旧国保法の第三次改正
（昭和
二三年法律第七〇号による。 ）
が行われた。なお、それに先立ち、一九四七
（昭和二二）
年六月には、国保の状況を憂え
た連合軍最高司令部
（ＧＨＱ）
が国保に関する声明を発表している。
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改正された国保法が施行された一九四八
（昭和二三）
年七月には、ＧＨＱから日本政府に対し、アメリカ社会保障
制度調査団が取りまとめた「社会保障制度えの勧告
　
米国社会保障制度調査団報告書」
（いわゆるワンデル勧告）
が送
達された。同勧告は「日本の現存 の改革計画の樹立並びに実行に際しての、日本国民の参考及び指導の書
）（（
（
」とされる。そして、 同勧告に基づき
）（（
（
一九四八
（昭和二三）
年一二月に社会保障制度審議会が設置され、 同審議会は、
一九四九
（昭和二四）
年一一月の「社会保障制度確立のための覚え書」の作成・公表や一九五〇
（昭和二五）
年六月の
社会保障制度研究試案要綱の作成・公表等を経て、同年一〇月一六日に、その後の日本の社会保障制度の在り方に大きな影響を及ぼしたとされる「社会保障制度に関する勧告」を取りまとめ、公表した である。
以下、本稿では、終戦直後の時期に日本の医療保険制度の在り方を検討したこうした答申や勧告等において、国民
皆保険の意味と機能がどのようなものとして理解されていたかに焦点 当てて、順次分析を行うこととしたい。
Ⅲ
　
現行社会保険制度の改善方策
（社会保険制度調査会答申（一九四六年一二月
）（（
（
） ）
一
　
概
　　　
要
本答申においては、①政府管掌健康保険と国民健康保険を統一し、原則として市町村単位で設立した地域組合によ
り運営する、②健康保険組合は従前通り存続させ、また、共済組合等は健保組合 して取り扱う
（すなわち職域組合は
存続させる）
、③地域組合は強制設立・強制加入とし、職域組合に所属する被保険者以外のすべての者を対象とする
（職
域組合に所属する被保険者の家族は地域組合に所属させる）
という形で、適用面の皆保険を達成しようとした。
三三八
医療提供体制については、①公的医療機関を拡充整備する、②全医療機関を、地域組合及び職域組合の加入者の医
療に解放するとし、また、保険給付については、地域組合の保険給付を少なくとも健康保険の給付内容まで拡充するよう努めるとした。
二
　
評
　　　
価
本答申では、市町村単位で設立した地域組合を強制設立・強制加入とすることにより医療保険適用の最終的な受け
皿とすることで、適用面の皆保険を達成しようという内容 なっ いる。これは、普通国保組合の全市町村での設立による運用面の皆保険達成という考え方の延長線上にあると言えるが、しかし、答申内で「皆 険」という言葉自体は使用していない に留意する必要があろう。
また、医療提供面や保険給付面の整備・拡充についてもある程度意識していることが窺え が、これを皆保険と関
連付けその一環として捉えているかどうかは判然としない。
Ⅳ
　
国民健康保険
（定例新聞会議におけるＧＨＱ声明（一九四七年六月
）（（
（
） ）
一
　
概
　　　
要
本声明は、国保制度の崩壊という事態が起きた場合には、現在同制度の対象となっている者 自費による医療か生
活保護法による医療を選択せざるを得なくなるが、それは日本国民の経済生活安定に不利益をもたらす以外の何物で
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もないので、国保が再生し強力なものになるのを見たいとした上で、当面の対策として国保への国の補助金の大幅増額等を要請するとともに、 「国民健康保険は今の所、任意社会保険制度固有のあらゆる弱点に悩んでいる」との認識の下、 「国民健康保険制度を健康保険制度、厚生年金制度及びその他の日本の社会保険プログラムと同列線上に置くこと」及び「現存の各種健康給付制度を、 統一された国民健康保険制度に統合すること」を提案 いる。なお。 「皆保険」 いう言葉自体は用いられていない。
二
　
評
　　　
価
本声明は、国保の再生・強化に焦点を当てた比較的短い声明であり、国民皆保険についての直接的な言及もない。しかし、①国保が任意保険制度であることの脆弱性に言及した上 これを健保その他の強制保険と同列線上に置く
としていること、②各種健康給付の統合先として国 制度を予定していることからすると 国保の強制加入制を強化した上で、国保を日本の医療保険制度 基底に据えようとする意図をＧＨＱが有していたこ は十分窺うことができる。
ただし、ＧＨＱがその意図するところ 状況を「国民皆保険」という国民皆兵に由来する言葉が指し示す状況とし
て理解していたどうかは不明というべきであろう。
三四〇
Ⅴ
　
社会保障制度要綱
（社会保険制度調査会答申（一九四七年一〇月
）（（
（
） ）
 
一
　
概
　　　
要
本答申は、まず「基本理念」において、憲法二五条の国民の健康で文化的な最低生活を保障するためには新しい社
会保障制度の確立が必要であり、それは既存の各種の社会保険を単につぎはぎして統一するものではなく、生活保護制度をも吸収した全国民のための革新的な綜合的社会保障制度であり、最低生活を保障するものであるとした。
そして、全国民を被用者
（雇用契約の下に雇われている者）
、自営者
（勤労及び事業により生活を営む者）
、無業者
（被用
者・自営者以外の者）
の三種に分類し、傷病に対する主たる保障として療養の給付
（治癒するまで継続して行う（原則とし
て）現物給付）
と傷病手当金を掲げている。給付費用の財源は全国民からの「拠出」であり、国庫は給付費用の一部
と事務費全額を負担する のと 。また、この制度は、統一した機関において一元的に運営すると い 。
二
　
評
　　　
価
本答申においても「皆保険」という言葉自体は使われていないが、綜合的社会保障制度が、生活保護も吸収した全
国民を対象とする「拠出」を主財源と 制度である以上、その内容として、少なくとも適用面の皆保険が想定されていたことは間違いないであろう。しかし、本答申においても「皆保険」 いう言葉自体は使われていないことに留意する必要がある。
三四一
終戦直後の日本における「国民皆保険」
（新田）
また、本答申においては、新憲法二五条の国民の健康で文化的な最低生活を保障するための新しい社会保障制度の
確立の一環として全国民を対象とする医療保障制度の構築が目指されている点で、
（どこまで自覚的であるかは不明であ
るが）
皆保険の目的乃至理念的根拠として新憲法の生存権の理念が意識されていることにも注目すべきであろう。
Ⅵ
　
旧国保法の第三次改正
（昭和二三年法律第七〇号） （一九四八年六月
）（（
（
）
一
　
概
　　　
要
旧国保法の第三次改正のポイントとしては、次の二点が挙げられよう
）（（
（
。
①
　
国保事業を行う者を、原則として市町村
（特別区を含む。また市町村組合も可。 ）
とした。市町村国保については、
被保険者資格、保険給付 保険料等の重要事項は、当該市町村の条例で規定される。ただし、市町村が事業を行わない場合には、国 組合又は非営利の社団法人
（医療利用組合）
が事業を行うことができるものとした。
②
　
国保事業が実施される場合
（市町村が国保事業を行うとき、普通国保組合が設立されたとき、社団法人が国保事業を行う
ことを都道府県知事より許可されたとき）
には、事業対象地区内の世帯主及び世帯に属する者は、⒜
 健康保険及び
船員保険の被保険者、⒝
 特別国保組合の被保険者、⒞
 特別の事由のある者で条例・組合規約等で定めるものを
除き、すべて の被保険者とした。
すなわち、①市町村公営原則の採用と、②国保事業が行われる場合の加入強制の実施が、本改正のポイントであっ
た。
三四二
二
　
評
　　　
価
本改正において強制加入制が強化されたのは、言うまでもなく、国保の体質を強化しその再建を図るためであった
が、その結果、国民皆保険体制に制度的に一歩近づいたと評価することが可能であろう
）（（
（
。
しかし、それでは、市町村等が国保事業を行うこととした場合には被保険者資格を有する者全員を強制加入とし
ておきな ら、なぜ、市町村による国保事業の実施
（或いは国保組合の設立）
を、任意的ではなく強制的なものにしな
かったのであろう
か
）（（
（
。こうした規定となった経緯や理由については必ずしも詳らかではないが、私見では、そこには
ＧＨＱの意向が大きく働いたのではないかと考えてい
る
）（（
（
。すなわち、ＧＨＱは、地域住民の意向が直接的に反映され
ない国の法律の規定によって市町村の国保事業の実施が決定され、結果的に強制加入となること
（事業の強制実施によ
る強制加入）
を問題視していたのではないか。しかし、他方で、個々の市町村の住民の過半数が国保事業を実施する
ことに同意することが住民投票で直接的に確認されるのであれば、その民意を反映して各市町村が実施する国保事業に被保険者資格を有する者全員を強制加入させることは許されると考えていた節があ
り
）（（
（
、これに対して、直接的な住
民投票により国保事業を実施することは現実には困難と考えた日本側
（厚生省）
が、直接的な住民投票ではなく、間
接的な市町村議会の議決で強制加入 国保事業を当該市町村において実施できるとするとの規定で、本改正についてのＧＨＱの了解を取ったということであろう。
本改正の内容が、 「国保事業の実施は市町村の任意であるが、事業を行う場合には全員強制加入」 なっ 経緯と
理由は以上のよう ものと思われるが、結果として本改正は、皆保険の完全達成はまだ「は か彼方のこ
と
）（（
（
」
であっ
三四三
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たにせよ、皆保険の達成に向けて一歩前進を果たしたものと評することができる。
また、本改正の背後には、日本国憲法二五条に基づき社会保障制度を国民すべてに適用・実施するための前提乃至
条件として国保事業の普及による皆保険達成を目指そうとする厚生省当局の意思をかなり明確に見ることもできよう
）（（
（
。しかし、本改正においても「
（国民）
皆保険」という言葉自体はやはり用いられなかったことに注意すべきである。
Ⅶ
　
社会保障制度えの勧告
（ワンデル勧告） （一九四八年七月
）（（
（
）
一
　
概
　　　
要
本勧告は、冒頭の「序論並びに概要」において、連合軍最高司令官に対する労働諮問委員会の一九四六
（昭和二一）
年五月付の報告書が、①現下の如きインフレーション時代においても社会保険制度を保持し、②この制度の特徴たる医療給付を確保すべき健康保険並びに国民健康保険に対して特別の措置を講じ、③現在その適用外に在る人々にまで範囲を拡大することの研究をなすために何らかの方途を講ずべきことを勧告したことや、前述 社会保険制度調査会が社会保険制度の再編成と範囲の拡張を提案したことを述べ 後、序論 続く「勧告の概要」において、日本国民の医療保障に関し概ね次のような勧告 行っ 。①
　
強制加入の被用者保険については、一本の組織による制度を作り、被保険者とその家族に対する医療に関しては、全額給付を行うこと。
三四四
②
　
強制加入の被用者保険の対象とならない者については、地方庁・市町村の決議に基づき、以下のとおり現行制度（すなわち国保制度）
を強化すること。
・他の健康保険制度の適用を受けない人々全部を包含し得るよう、投票により議決を行う。・保険の原理適用を可能ならしめるため、多数の人々を参加させる。・全額医療給付を行うこととし、被 者個人の支出をなさしめない。・給付に対して 正当 支払をな 得る保険収入の方途を講じる。・地方庁の公衆衛生活動 、市町村の医療保険運営に織り込ませていく。・国庫補助を医療給付費 一部
（を賄うもの）
として行う。
③
　
全国民、特に医療保険の被保険者に対しては、単一の綜合的計画により全国的病院組織を確立すること。病院の設立費用は主として国庫負担により、また、その経常費 大部分は公金により賄われるべきこと。
④
　
社会保険による保護を受けていない者、或いは受けていても充分でない者 対しては、生活保護法による無差別扶助が適当であること。
また、 「第一部
　
現行社会保障制度概観」に続く「第二部
　
勧告」の中で、前述の社会保険制度調査会の社会保障
制度要綱に関連して、次のような趣旨の指摘を行っている。
・以下のような考え方は、社会保険制度調査会が医療給付の範囲拡張を第一として取り上げている点 正当化す
る。＊
　
医療給付は、
（現金給付と異なり個人の収入額と関係なく）
個人の医療の必要にのみ応じて行われる、又は行
三四五
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われなければならない。
＊
　
財政的困窮の時代にあっては、公的給付を経済的困窮者にのみ限定することは、理論的には正しいであろうが、医療の場合には重大 欠陥を有する。
＊
　
苦痛を救済せんとする人道的動機と生産力の増加 めざす実利的動機とが相俟って、医療をすべての人々に与えんとする刺激 。
・社会保険制度調査会がその目標として表明した、日本の全人口を包含する綜合的医療保険制度の提唱を好しと
する［国民の］気持ちは、全国民の健康を保持する責任を政府に負わしめている日本国憲法第二五条から来ている。更にまた現行の継ぎ ぎだらけ 制度の運営により、人口の多数が適用を受けておらず、受けている者も約束どおりの給付を受けられない現状に対する不満からも湧き起ってくる。かかる欠陥が生じてくる原因の主たるものは、多くの地方に適当な医療施設がないこと、あってもそれを有効に利用し ないこと、更に現在行われている制度の事務運営方法の不手際にある。
・社会保険制度調査会が提案した綜合的医療保険制度の目標とするところ─金が無い故に医療を受け得ないよう
なことをなくして、すべての者が利用し得るようにすること─に関しては論議の余地はあり得ない。
・医療保険が［適用対象として］全人口を包含することは、資格条件によってごく少数を除外するよりも事務的
にはもっと簡単なことであ 。
・綜合的医療保険制度は、被保険者と非被保険者との現行差別を除去すること な 。すべての者が被保険者で
あるならば、医師も病院も、被保険患者に差別待遇はな なくなるであろう。
三四六
さらに、 同じく「第二部
　
勧告」において、 現状のままで医療保険の適用範囲の拡張を軽々しく行うと、 多くの人々
を、医療従事者や施設の地理的に適当な分布なしに、或いは量的に不足がちのままで、事実上受け得ない医療に対して保険料を支払う地位に置きかねないといった問題点を指摘した上で、今後の日本の被用者医療保険制度
（健康保険、
船員保険、共済組合）
の在り方について、次のような種々の提案
（要旨）
をしている。
・被用者保険については、組合経営の諸計画を発展せしめる方向に一層の努力が払われるべきであり、さらに多
くの被用者が加入するように勧奨すべきである。
・特に重要なことは政府管掌健康保険の改善である。五名以下の工場における従業員にまで健康保険が拡大さ
 
れ、政管健保に包括される加入者が実質的に増加することは、極めて重要なことである。
・被保険者、医師、医療施設等の地方的諸欲求及び諸問題を敏感に反映する純粋に地方分権的運営を達成するこ
とは簡単なことではないが、なお、満足すべき［社会保障］実施計画に到達しようとするならば、行わなければならない。具体的に 、政管健保は 健保組合と同様、法の範囲内において、自己の資金と保険料率とをもって、府県単位或いはそれ以下の区域単位に分割されることが望ましい。
・被用者保険の被扶養者に対する給付範囲は、現行の半額
（五割給付）
から全額
（一〇割給付）
に拡張すべきであ
る。
・また、前述のとおり、五名以下の被用者を使用する施設にまで適用範囲を拡張すべきである。
続いて、本勧告は、国民健康保険について大要次のように述べる。
・地方の健康保険制度
（すなわち国保制度）
は、自治体
（県・市・町・村）
の投票によって、その自治体内の他の健
三四七
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康保険制度によって保護されないすべての者に適用するものとして採用されるべきである。投票による採用
（国
保事業の実施の可否の決定）
は、国保制度の実施がその自治体の責任であることを明確にする。また、国保制度
を自治体内 すべての者に適用することにより、①国保制度の支持に安定を与える、②国保事業を自治体のその他の公衆保健活動と一連 関係において行う、という二つの目的を果たすことができる。
・国保の運営は、地方庁の一部門として直接運営することも、組合員制の一組合として運営することもできる。・国保制度は、給付を行うに足りるように、国庫補助も含めあらゆる財源からの投入によって賄っていく。国庫
補助には、自治体が国 制度を採用しようとすることを勧奨する効果も期待できる。
その他、本勧告は、 「国民健康保険より全国民対象の前払式計画へ」と題した節において、国保制度を本勧告で述
べたような方向に向かって改善することにより、各地において健康保険が実施され、他の医療保険制度の適用を受けていない人々を包含するように希望 と述べている。
二
　
評
　　　
価
以上紹介した内容からも明らかなとおり 本勧告は、政管健保の適用範囲を拡大するとともに、国保を各自治体が
実施しそれを当該自治体内の他の医療保険制度の適用を受けないすべての者 適用することにより、適用面の皆保険を実現するよう求めている。また、医療従事者や施設の量的充足と適正配置 重要性への認識を示し、単一の綜合的計画により全国的病院組織を確立するよう提言することで、提供面への皆保険についても述べている。さらに、医療給付については、これを全額給付とす きであるとして、給付面の皆保険の達成も求めた。このように、本勧告は
三四八
内容的には、①適用面、②提供面、③給付面の三つの皆保険の実現を要請している点で、先進的な内容を持っていると言えよう。
この他、 「社会保険制度調査会がその目標として表明した、日本の全人口を包含する綜合的医療保険制度の提唱を
好しとする［国民の］気持ちは、全国民の健康を保持する責任を政府に負わしめている日本国憲法第二五条から来ている」
（要旨）
と述べることで、皆保険の理念的根拠を生存権について規定した憲法二五条に明確に求めていることも
特筆に値しよう。
このように、ワンデル勧告は、内容的には国民皆保険思想に大きな影響を与えたということができるが、しかし、
ワンデル勧告
（の邦訳
）においても「皆保険」という言葉自体は見当たらないようである。国民皆兵由来の言葉をア
メリカの調査団が使わないのは当たり前といえば当たり前のように思われるが、それだけに、後に国民皆保険という言葉が日本において大々的に喧伝されること なった原因・理由が改めて問われなければなるまい。
Ⅷ
　
社会保障制度確立のための覚え書
（社会保障制度審議会決定（一九四九年一一月
）（（
（
） ）
一
　
概
　　　
要
本覚え書は「社会保障制度は、憲法が国民に保障する基本的人権を尊重し、国民の生活権を確保するために、全国
民にひとしく老令、廃疾、失業、疾病、傷害、死亡、出産等に伴う困窮に対し経済的保障の途を講じ、国民生活の不安を除去して社会秩序を維持し、もって民主主義社会の理想を実現せんとするものである」と述べた上で 日本にお
三四九
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ける社会保障制度実現の方針として「社会保障制度は、国民全部を対象とする」 、 「保障の範囲は、できる限り広汎とし、その給付の内容は、最低限度の生活を保障するに足るものとすると共に、国民に、ひとしく、あらゆる医療および保健の機会を与えるものとする」 、 「医療組織について 綜合的企画の下に公的医療施設の整備拡充を計ると共に、開業医の協力し得る体制を整えまた公衆衛生活動の強化拡充を計 」など九項目を示している。
二
　
評
　　　
価
本覚え書は、 「概要」に示したとおり、日本国憲法を参照しつつ社会保障制度の理念を述べた上で、医療の機会均
等の名の下に適用面の皆 険を目指すこと 明示し、併せて 給付面及び提供面の皆保険にも配意したものとなっていると評せよう。しかし、 「皆保険」という言葉自体は用いられてはいない。
本覚え書は極めて簡潔なものであるが、日本の「社会保障制度確立への心構えにおぼろげながら一つの方向を見出
した
）（（
（
」ものとされており、翌年の「社会保障制度に関する勧告」の理念的な出発点になったと言えよう。
Ⅸ
　
社会保障制度研究試案要綱
（社会保障制度審議会試案（一九五〇年
）（（
） （（（
（六月） ）
一
　
概
　　　
要
本試案は、その前文で、試案とその当時の社会保障制度との相違点と て次のようなもの
（医療に関係するもの）
を
挙げている。
三五〇
・社会保障制度を、全国民を対象とする統一的制度とした。・原則として全被用者に被用者保険の適用範囲を拡張し、各種社会保険を統一した。・
 医療に重点を置き、 ①療養給付と並んで予防給付を設ける、 ②被用者保険の被扶養者と一般国民の医療保険
（す
なわち国保）
の被保険者の一部負担割合を五割から三割に軽減する、③一般国民の医療保険
（すなわち国保）
を
全国に拡充するよう考慮する、などした。
・
 医療、保健、衛生機関の拡充を図った。
・
 被用者に対する健康保険の経営主体を都道府県とした。
本試案は、社会保障の原則として、社会保障制度による保障は、すべての国民を対象とし、公平と機会均等を原則
とするとした。また、保障の内容については、健康で文化的な生活水準を維持するに足り、国民の生活水準の向上に比例即応するものでなければならないとした。
医療保険については、対象を被用者
（及びその被扶養者）
とそれ以外の一般国民に分け、前者の被用者医療保険につ
いては、公私の如何、事業の種類・大小を問わず、原則としてすべての被用者を被保険者とし、その経営主体
（保険者）
は、都道府県と組合
（一定の要件を満たし主務大臣の認可を得た場合に設立可）
とした。
また、それ以外の一般国民を対象とする医療保険については、被用者とその被扶養者を除くすべての国民
（ただし
国家扶助受給者を除く。 ）
を被保険者とし、市町村
（その連合体を含む。 ）
を経営主体
（保険者）
とした。
医療保険の給付
（傷病に係るもの）
については、前述のとおり療養給付に加えて予防給付
（具体的には、健康相談、健
康診断、予防接種等）
も設け、患者一部負担は、原則として、被用者保険の被保険者本人については軽少な定額
（療養
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（新田）
給付）
又は定額
（予防給付）
、それ以外の者
（被扶養者を含む。 ）
については費用の三割としている。患者負担を除いた保
険給付費用については、被保険者の保険料の他、被用者保険では国庫負担
（費用の原則二割）
により、一般国民を対象
とする医療保険では、国庫負担
（費用の原則二割）
、都道府県負担
（費用の一割）
、市町村負担
（費用の一割）
により賄う
もの した。
また、保険者が医療機関に支払う報酬の支払方法については、①現行
（一九五〇年当時）
の出来高払いの点数単価方
式をベースとする方法と、②各科別の外来一件当たり単価
（定額）
と入院一日当たり費用額
（定額）
をベースとする方
法という、二つ 「医療報酬支払方法参考試案」を示している。
そして、医療提供体制については、全国的な整備計画に基づき、都道府県ごとに公的機関を中核とする有機的な医
療保健衛生機関網を年次的に整備・組織し、合理的な運営 行うこととしている。
二
　
評
　　　
価
「概要」で述べたとおり、本試案は、憲法二五条の文言を引きつつ医療保障を含む社会保障の目的を述べた後、医療保険については、公平と機会均等 原則としつつ、
（国家扶助受給者を除く）
すべての国民に医療保険を適用するこ
とで、適用面の皆保険を達成しようとしている。
また、①療養給付だけでなく予防給付も設ける、②被用者保険の被扶養者と一般国民の医療保険
（すなわち国保）
の
被保険者の給付率を五割から七割に引き上げるなど、給付面の皆保険も一応目指したものと言えよう。そして、提供面の皆 についても、医療保健衛生機関網を年次的に整備・組織 ようとするなど一定の配慮を見せている。
三五二
しかし、 「皆保険」という言葉自体はやはり使用されておらず、また、適用面の皆保険を、単一の医療保険制度で
はなく、被用者とその被扶養者を対象とする被用者医療保険とそれ以外の国民を対象とする医療保険
（すなわち国保）
との二本立てで実現しようとした点に留意する必要がある。
Ⅹ
　
社会保障制度に関する勧告
（社会保障制度審議会勧告（一九五〇年一〇月
）（（
（
） ）
一
　
概
　　　
要
本勧告は、前文において「いわゆる社会保障制度とは、疾病、負傷、分娩、廃疾、死亡、老齢、失業、多子その他
困窮の原因に対し、保険的方法又は直接公の負担において経済保障の途を講じ、生活困窮に陥った者に対しては、国家扶助によって最低限度の生活を保障するとともに、公衆衛生及び社会福祉の向上を図り、もってすべての国民が文化的社会の成員たる 値する生活を営むことができるようにすることをいう」との社会保障制度の定義を述べた後、第一編第一章において実現すべき医療保険制度について 提言を行っ いる。
本勧告は、現在
（一九五〇年当時）
の日本では、医療保険を被用者保険とそれ以外の一般国民に対する保険とに区別
して取り扱うことはやむを得ないとした上で、被用者保険の被保険者は、事業所の規模の大小や事業の種類を問わず、公務員も含むすべての被用者とし 。また、被用者の家族も被用者 おいて取り扱うこととした
）（（
（
。
被用者医療保険の経営主体
（保険者）
については、経営の最終的責任は国が負うものとするが、経営の民主化を図
るために都道府県とするとしてい
る
）（（
（
。ただし、一定以上の被用者を使用するものについては、組合を設立して経営主
三五三
終戦直後の日本における「国民皆保険」
（新田）
体
（保険者）
とすることを勧奨すべきとした。
他方、それ以外の一般国民を対象とする医療保険については、被用者とその被扶養者を除いた国民
）（（
（
を被保険者とし、
市町村及びその連合体を経営主体
（保険者）
とした。
医療保険の給付
（傷病に係るもの）
については、療養給付に加えて予防給
付
）（（
（
も設け、患者一部負担は、原則として、
被用者保険の被保険者本人については軽少な負担
（療養給付）
又は費用の一部
（予防給付）
、それ以外の者
（被扶養者を
含む。 ）
については費用の三割としている。患者負担を除いた保険給付費用については、被保険者の保険料の他、被用
者保険では国庫負担
（費用の原則二割）
により、一般国民を対象とする医療保険では、国庫負担
（費用の原則二割）
、都
道府県負担
（費用の一割）
、市町村負担
（費用の一割）
により賄うものとした。
また、保険者が医療機関に支払う報酬
（医療報酬）
の支払方法については、現行
（一九五〇年当時）
の点数単価方式
の欠陥を是正し、かつ全国的画一方式ではなく地方の実情に応じた方式を採用すべきとしつつ、 「さしあたっては」現行点数単価方式の経験を活 した各科別の標準点数を制定し、それをベースとした支払いをすべきとした。
そして、医療提供体制については、 「社会保障における予防給付及び医療給付はもちろん、その他の医療は、公的医
療機関及び本制度に参加した私的医療機関をもって行う」とし、 極め 大まか 医療機関整備の考え方が示されたが、社会保障制度研究試案要綱で述べられたような全国的な整備計画を策定すべきとの提案は、本勧告では見送られた。
二
　
評
　　　
価
本勧告は、社会保障制度研究試案要綱をベースにさらに審議会での議論・検討が進められた結果まとめられたもの
三五四
であることもあって、 その骨子は大幅には変わっていない。ただ、 医療保障については、 予防給付の範囲が縮減される、医療機関の整備計画策定が見送られるなど、 特に給付面の皆保険や提供面の皆保険に係る勧告内容に後退が見られる。
他方で、憲法二五条の文言に拠りつつ社会保障制度の定義を行っている点、被用者医療保険と一般国民を対象とす
る医療保険
（すなわち国保）
との二本立てで適用面の皆保険を達成しようとしている点には、変わりはない。ただ、本
勧告は二本立ての保険制度 することを「止むを得 い」と述べ、必ずしも最善のものとは考えていなかった節があることに注意すべきであろう。
また、社会保障制度研究試案要綱と同様、本勧告においても「皆保険」という言葉自体は使用されなかった。
Ⅺ
　
おわりに─小括と課題─
一
　
本稿の小括
一九四五
（昭和二〇）
年八月の終戦から一九五〇
（昭和二五）
年一〇月の社会保障制度審議会勧告に至るまでの医療
保険に係る主要な答申・勧告等を縦覧してみると、 保険制度の全国民への適用拡大という戦時中の第一次において目指されていた目標は、戦後も変わることなく維持されていたことが見て取れるであろ 。もっとも、そうした目標を基礎づけていたのは、戦時中のような健兵健民を通じての戦争遂行への寄与ではなく、新憲法二五条を根拠とする「健康で文化的な生活」の実現それ自体であった。言い換えれば、少なく も医療保険の全国民への適用拡大という適用面の皆保険は、国民生活を保障する上での必須の要件の一つとし 国家がそれを推進・実現し ければ
三五五
終戦直後の日本における「国民皆保険」
（新田）
ならない責務として受け止められるようになったと言える。
また、答申・勧告等の多くにおいて、保険給付の改善や医療機関の整備についても言及がなされており、国民に医
療を保障すると う観点からは、適用面の皆保険の達成のみでは十分ではないということが意識されていたことも窺えよう。
しかし、他方、これらの答申・勧告等において「国民皆保険」或いは「皆保険」という言葉自体は一度も用いられ
なかった。また、一九四五
（昭和二〇）
年八月の終戦から一九五〇
（昭和二五）
年一〇月の社会保障制度審議会勧告公
表までの間の国会審議や新聞報道においても、 「
（国民）
皆保険」という言葉自体が大きく取り上げられた形跡はない
）（（
（
。
したがって、本稿で取り上げた時期においては、 「国民皆保険」は、少なくとも医療保険制度の全国民への適用を
目指すという適用面 皆保険の意味においては医療保険制度再建の目標乃至理念として実質的に機能してはいたが、それが「国民皆保険」という言葉自体としては明示的に述べ れなかったという点では、 「医療保険制度の全国民への適用を『皆保険』と呼ぶ」と当時明確に意識され いたかどうかについて、さらに検証する必要があ ということになろう。
二
　
今後の課題
本稿のⅠで述べたとおり、本稿で明らかにし得たのは、一九四五
（昭和二〇）
年八月の終戦から一九五〇
（昭和二五）
年一〇月の社会保障制度審議会勧告までの約五年間 いう短い期間 ける国民皆 の意味と機能 、それも一部にすぎない。 「皆保険」 という言葉が、 それ自体として の検証は今後の課題であ 。
三五六
また、社会保障制度審議会の勧告時から現在に至るまでの国民皆保険の意味と機能の時期的変遷を辿ることにも、
これから順次取り組んでいくこととしたい。
（
（）以下「国民皆保険」を「皆保険」と略すことがある。
（
（）栄畑潤『医療保険の構造改革
　
平成一八年改革の軌跡とポイント』 （法研、二〇〇七年）一六四頁。
（
（）例えば、倉田聡は「留意しなければならないのは、わが国の医療保障政策の核ともいうべき『国民皆保険』ないし『国民皆保険体制』の概念が必ずしも共通の了解のもとで使用されていないという事実である」と述べている〔倉田聡『社会保険の構造分析─社会保障における「連帯」のかたち』 （北海道大学出版会、二〇〇九年）二八四頁〕 。
（
（）詳しくは、新田秀樹『国民健康保険の保険者』 （信山社、二〇〇九年、以下「新田国保」と 。 ）を参照。
（
（）以下「国民健康保険」を「 保」と略すことがある。
（
（）以下「健康保険」を「健保」と略すこ がある。
（
（）例えば、一九四一（昭和一六 年一月二二日に閣議決定された「人口政策確立要綱」においては、 「第四
　
人口増加ノ方策」
の「二、死亡減少ノ方策」の一つとして、結核対策の確立徹底等と並ん 「健康保険制度ヲ拡充強化シテ之ヲ全国民ニ及ボスト共ニ医療給付ノ外予防ニ必要ナル諸般ノ給付ヲナサシムルコト」 の項目があり、これが社会保険の拡充、延いては第一次国民皆保険の推進に大きな影響を与えたことが窺え 。
（
（）例えば、一九四一 昭和 六）年一二月の日米開戦直後に厚生省において取りまとめられた「戦時緊急対策」において五項目の政策案の一つとして挙げられた「健兵健民対策 整備強化」では、 「健兵健民ノ確保ハ第一線戦闘兵ノ予備的兵力ノ増強並ニ武器弾薬補給ノ原動力タル労力ノ確保ノタメ必要不可欠」であるとされ、その具体策の一つたる「社会保険制度ノ充」の中で、職員健康保険を含む健康保険を拡充すると もに 「国民健康保険制度ヲ強化シ、組合ノ強 設置制ヲ新設スルト共ニ強制加入ノ制ヲ強化シテ、急速ニ国民全般 此ノ制度ノ普及ヲ期スル の方針が改めて確認されている。
（
（）厚生省保険局『社会保険時報』一八巻一号（一九四四年一月）二頁。
（
（0）例えば「 ［第二次改正後の国保組合の普及状況については］まことに驚嘆に値するものがあつたが、 わゆる国民皆保険と
三五七
終戦直後の日本における「国民皆保険」
（新田）
いう標識の下に、大政翼賛会式な普及が行われたことも、またみのがしがたい事実である。そのため組合員の理解と協力とによつてこの事業を運営するということが、比較的なおざりになり、官選市町村長ひとりの手で一夜づけの組合が作られた場面もすくなくなかつた。つまり量的発展につれて、質的低下を来したというわけであ［る］ 」との評価もある〔財団法人国民健康保険協会編『国民健康保険小史』 （財団法人国民健康保険協会、一九四八年、以下「国保小史」という。 ）四二頁、なお同書の復刻版が菅沼隆監修『日本社会保障基本文献集
　
第Ⅱ期
　
被占領下の社会保障構想
　
第一六巻』 （日本図書センター、
二〇〇七年） ）に所収されている〕 。
（
（（）以下、本節の記述は、基本的に新田国保・第五章に基づく。
（
（（）国保小史六五─六六頁等。
（
（（）ワンデル勧告では「国会並びに責任ある政府行政機関とに対して、社会保障に関しての企画、政策決定、法律制定の面に於ての勧告をなす為に、内閣と同列の諮問機関を設置する事」とされた。
（
（（）本答申の全文について 、 保小史四七頁以下等を参照。
（
（（）本声明の全文については、国保小史五〇頁以下等を参照。
（
（（）本答申の全文については、国保小史五三頁以下等を参照。
（
（（）本改正の詳細については、新田 ・第 章第一節及び第二節を参照。
（
（（）新田国保一七九─一八一頁。
（
（（）改正法の 会への提案理由説明で 改正の理由を「現在の任意制度に一歩進めて、ある程度強制保険の方向によらしめ、もつて本制度の弱点を補い、また将来わが国に実施せらるることと予想せられる社会保障制度に近づけたものであります」と明快に述べている〔第二回国会衆議院厚生委員会議録一〇号（昭和二三年六月一六日）一三頁〕 。ま 、本改正に携わっ厚生省保険局の小島米吉も、本改正の解説書の中で、①国保制度をして一層社会保険としての特色を発揮せしめ、その内容を充実する必要があること、②新憲法の条章に基いて社会保障を実施する前提として国保制度を全面 に普及する必要があり、 それには加入義務 を採用することが実際上必要であること、 ③国保を市町村公営の原則に移した以上、 一部の住民に限ってこれを行うこ は不合理であり 社会保険 特質を否めること なるこ 、といった改正理由を挙げて る〔小島米吉『改正国民健康保険法の逐条解説』 （社会保険法規研究会、一九四八年）一〇六─一〇七頁〕 。
三五八
（
（0）小島も、第三次改正について、 「被保険者、または組合員の加入義務制を確立しながら、その設立［国保事業の実施（筆者注） ］を任意としていることなど…［中略］…改正後の法律全体としては、観念的に幾分ちぐはぐなものが残つた」と述べている〔小島・前掲注 （
（（） 三八頁〕 。
（
（（）以下に述べる私見につき、詳しくは新田国保一九八─二〇一頁を参照。
（
（（）ＧＨＱが住民の直接投票を重視していたことに関しては、次節のワンデル勧告についての記述も参照されたい。
（
（（）佐口卓『国民健康保険─形成と展開─』 （光生館、 九五年）七九頁。
（
（（）小島・前掲注 （
（（） 一〇六─一〇七頁を参照。
（
（（）本勧告の日本語訳は、厚生省『社会保障制度えの勧告
　
米国社会保障制度調査団報告書
　
R
eport O
F
 T
he Social Security 
M
ission 』として昭和二三（一九四八）年一〇月に公刊された。その復刻版は、菅沼隆監修『資料セレクション
　
日本の社会
保障
　
第一巻』 （日本図書センター、二〇一〇年）に所収されているので、本勧告の全文については、同書を参照されたい。
なお、国保に関しては、本勧告のかなり詳しい抜粋が国保小史六五頁以下にも所収されている。
（
（（）本覚え書の全文については、 総理府社会保障制度審議会事務局編『社会 障制度審議会十年の歩み』 （社会保険法規研究会、一九六一年、以下「制度審十年史」と う。 ）八六頁以下等を参照。
（
（（）制度審十年史八七頁。
（
（（）本試案の全文については、制度審十年史一一〇頁以下等を参照。
（
（（）この時期に本試案が作成・公表されたの ＧＨＱから審議会に対して一九五〇 昭和二五）年六月頃 でに社会保障制度の骨子を立案するようにとの要請があったからとされる〔制度審十年史一〇三頁〕 。
（
（0）本勧告の全文については、制度審十年史一六八頁以下等を参照。
（
（（）被用者の被扶養者 家族）を健保と国保のいずれ 加入者とするかについては、勧告がまとまるまでに議論があったとされる〔制度審十年史一〇七頁及び 六五頁等〕 。
（
（（）健保及び国保の経営主体をどうするかについては、 がまとまるまでに種々の議論があったとされ〔制度審十年史一〇七頁、一〇九頁及び一五六頁等〕 、特に健保の経営主体を国（政府）のままとするか都道府県とす かについては、審議会総会での投票により決せられた〔制度審十年史三四─三五頁及び一六五─一六八頁等〕 。
三五九
終戦直後の日本における「国民皆保険」
（新田）
（
（（）一般国民を対象とする医療保険の対象者から公的扶助受給者を除くか否かについては必ずしも明確ではないが、保険制度のみでは救済し得ない困窮者に対する医療扶助を含む国家扶助制度を別途予定していることからすると、除外しているものと思われる。
（
（（）もっとも、予防給付の範囲は、濫用を防ぐため極めて限られた範囲に止めるべきとしている。
（
（（）少なくとも、当時の 会議事録や朝日・毎日・読売各紙の記事見出しには、 「 （国民）皆保険」という言葉は見当たらないようである。そ 理由としては、①皆保険という言葉自体は戦時中に厚生省当局によって案出された造語であるため、国民は戦後それほど関心を持たなくなっていたのではないか、或い 、②国民皆保険という国民皆兵由来の用語を新憲法下でも使用することへの抵抗感があったのでは かなどといったことが考えられるが、これについては別途調査研究 行うこととしたい。
（本学教授）
